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日本の電卓産業の構造転換と
将来の展望
本岡昭良
序説
1. 日本の電卓産業の発展
2. 日本の電卓産業の構造転換ーとくに1994年以後の生産・輸出・逆輸入の動
向を中心として一
3. 現地生産化した電卓商品の選択志向の変化と品質評価の基準
4. 高付加価値生産の特徴と日本の電卓産業の今後の展望
結語
序説
終（敗）戦後の1952年＜昭和27年〉には，「企業合理化促進法」が公布さ
れ， 1953年＜昭和28年〉には，通産省の産業合理化審議会が新しい経営管
理の在り方を探求してきていた。
もちろん，欧・米諸国の考え方が導入されてきており，さまざまの分野
で，従米の日本的な考え方が批判され，実践的な方法も批判的に検討され
てきている。
当時，生産管理，品質管理，および事務管理などの各種の専門分野が導
入されていたが，とくに企業経営の在り方と直接結ぴつけて考えなければ
ならなかったのは，事務管理体系の分野であった。
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すなわち，産業界としては，事務体系を合理化し，機械化を促進し，産
業発展を推進していくためには経営の近代化を展開していかなければなら
ないと考えたのであった。
しかし，そのためには，計数処理が必要であり，経理事務の範囲にとど
まらず，経営の根幹に関わる各種の数字を整理分析しなければならなくな
る。
こうした動きに呼応して，大企業ではコンピューターに関心を持つ人達
が徐々に増大し，電気・電子メーカー各社は，国産コンピューターの開発
に着手するようになってきていた。
丁度，この時期に，新しい経営管理の在り方を追求していた産業合理化
審議会は，事務機の機械化を提唱してきたのであった。
1955年＜昭和30年〉代に入ってくると，一般の企業でも電動計算機を使
うようになり，電動計算機の輸入が急速に増加してきているが，これを追
うように戦前の手動式計算器メーカーも市場に参入し， 1955年＜昭和30年〉
代の後半期には，年間 5万台前後の電動計算機が製造され，やがて計算機
市場が急速に拡大することになってくる。
日本の計算機業界は，この時期から自動計算機の開発を開始することに
なったのである％
1. 日本の電卓産業の発展
電動計算機の改善に関する最も大きな動機の一つは，機械的な「騒音」
であった。
計算業務が急激に増加し，この業務の増加と関連して自動計算機が切望
されるようになってきた1957年＜昭和32年〉に現われたのが，カシオ・リ
1) NHKライプラリー相田 洋著『電子立国日本の自叙伝◇』 NHK出版， 1996年，
228ペー ジ-247ペー ジ。
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レー計算機14-A型（汎用事務計算機）であった。
リレー計算機14-A型は，算盤の「ニー五進法」を計算の基礎に用いて
作製されたといわれているが，これを論理設計と回路設計の両側面から組
立て，完成させていったものと考えられている。
操作をおこなってみると，電動計算機より逼かに静粛であり，計算速度
が速やかに進行している。したがって， リレー計算機14-A型は，従来の
電動計算機の市場を急速に奪っていくことになってきたのであった。
しかし，それも束の間であった。やがて， 1964年＜昭和39年〉には，電
子式卓上計算機が開発され，その普及にともなって， リレー計算機14-A
型は大きな打撃を受けることになってくる。
なかでも，最も大きな打撃を受けたのが，電動計算機の市場のシェアを
奪って，急成長を遂げていたリレー計算機のメーカー，カシオ社であった
と考えている。
とくに，シャープ社製，キャノン社製の電子式卓上計算機が，官公庁や
大企業に浸透していくにつれて， リレー計算機の売れ行きが鈍っていった
のであった。
このような事態に危機感を抱いたリレー計算機の設計者樫尾俊雄氏は，
新型のリレー式計算機の開発に着手することになる。
そこで，樫尾俊雄氏の考えた方法は，九九の回路を組み，演算速度を速
めていくことであったが，掛け算に限っては，電子式計算機にひけを取ら
ない新型リレー計算機が一応完成してきている。しかし，情けないかな割
り算回路ができなかった。ハードウェアが複雑になり，使うリレーの数が
膨大になり過ぎたのである。
代理店を全国から集め，大々的に新型リレー計算機，すなわち「81型リ
レー計算機」の披露会は開催したが，結局，「リレーチーム」は解散し，「全
員総がかり」で電子式に邁進しようということになり，一転して電子式卓
上計算機が主役になっていったのであった。 1965年＜昭和40年〉 5月のこ
とであった。
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第 1表電卓戦争時代の一覧
表A 1970 (昭和45)年電子計算機市場一覧
■全30プランド
■計179機種
■全28メーカー
製品名 機種 製造元／販売元
シャープコンペット 22 シャープ東京，名古屋，大阪，中国，九州 各シャープ
事務機販売／
クスダ事務機／兼松事務機
ビジコン 16 日本計算器 ビジコン
トスカル 16 東京芝浦電気 東芝ビジネスマシン
ポケトロニク 1 
｝キャノン キャノン事務機販売
キャノーラ 12 
カシオ 12 カシオ計算機 カシオ計算機
エルカ 9 日立製作所プラス
リコマック ， リコー リコー
サコム 7 三洋電機 日本事務器ほか
オムロン 6 立石電機武藤／文祥堂
セイコー 5 精工舎服部時計店
ソパックス 5 ソニー ソニービジネスマシン
ノゞ ロー ス 5 パロース 高千穂交易
リコーモンロ 5 モンロ リコー
コクヨ 4 シャープ コクヨ
ディール 4 ディール 丸紅エレクトロニクス
GENERAL 3 ゼネラル 東京ゼネラル事務機／文祥堂／三和プレシーザ
NCR 3 NCR 日本NCR
オリベッティ 3 オリペッティ 日本オリベッティ
ピクター 3 ピクター ビクター計算機
モンロー 3 モンロー丸善
レミントン 3 スペリランド 日本レミントン
ユニトレックス 3 栄光 BM ユニトレックスセールス
タイガー 2 日本通信工業 タイガー計算器販売
シチズン 2 シチズン事務機
オリンピア 2 オリンピア クスダ事務機
フジマックス l 不二商事機器 不二商事務機
パナック 2 松下通信工業松下電子事務器
プフー iえ肖、 コルカ 7 日本コロムピア 福井商事
ンた キャルサー 3 プラザー工業 プラザーミシン販売
ド ティール 1 東京電子応用研究所 ビジコン
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■全36プランド
表B 1971 (昭和46)年 電子式計算機市場一覧 ■計210機種
■全33メーカー
製品名 機種 製造元／販売元
シャープコンペット 34 シャープ東京．近畿．名古屋，中国．九州，関東．東北，
四国 各シャープ事務機販売／
兼松事務機／コクヨ他
東芝トスカル 15 東京芝浦電機，東芝ビジネスマシン
ピジコン 14 日本計算器 ピジコン
キャノンポケトロニク 1 
｝キャノン キヤノン販売キャノンパームトロニク 1 
キャノーラ 10 
リコマック 11 リコー リコー
サコム ， 三洋電機 三洋電機事務機器／日本事務器
エルカ 9 日立製作所プラス
カシオ 9 カシオ計算機 カシオ計算機
ソパックス 8 ソニー ソニービジネスマシン
シチズン 7 シチズン事務機
オムロン 6 立石電機武藤／文祥堂／極東ノート
コクヨ 6 シャープコクヨ
ピククー 6 ピクター ビククー計算機
ノゞ ロー ス 5 バロース 高千穂交易
オリペッティ 5 オリペッティ 日本オリペッティ
ディール 4 ディール 丸紅エレクトロニクス
セイコー 4 精工舎服部時計店
ゼネラル 3 ゼネラル 東京ゼネラル事務機／文祥堂
NCR 3 NCR 日本NCR
モンロー 3 モンロー丸善
レミントン 3 スペリランド 日本レミントン
ユニトレックス 3 栄光BM ユニトレックスセールス
タイガー 2 日本通信工業 タイガー計算器販売
オリンピア 2 オリンピア クスダ事務機
フジマックス 2 不二商事機器 不二商事務機
パナック 2 松下通信工業松下電器産業
シグマ 6 シグマ電子 シグマ電子
シルバーリード 6 シルバーピジネス シルバーピジネス
i 
サンヨー 3 サンヨー ジェー・ピー・エム
ニスコ 2 日本金銭登録機 日本金銭登録機
ラ ププ 2 クラウン ダイエー
ンド コモドール 2 コモドール コモドール・ジャパン
ミノルコン 1 ミノルクカメラ ミノルク事務機
ヒューレット・パッカード 1 横河ヒューレット・パッカード
資料出所）相田 洋著「NHK電子立国日本の自叙伝（下）」日本放送出版協会， 1992年，332ページ-333
ペー ジ。
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38 (410) 第 4 巻第 4 号
すなわち，「81型リレー計算機」は，幻の計算機ということになったので
ある 2)0
その後，カシオ社は電卓事業への転換と拡大，および推進過程を辿り，
さらにシャープ社，およびキャノン社も厳しい環境の下で電卓産業の発展
を促進してきているが，あきらかに，日本の電卓産業を，世界的発展史と
いう観点から考えてみると，シャープ社，キャノン社が，それぞれ世界初
の電卓を開発，販売しており，カシオ社は， リレー計算機の開発，販売か
ら，“カシオ・ミニ＂を媒介として一挙に電卓メーカーのトップの座へとの
し上がってきており，まさに1970年＜昭和45年〉代は，電卓戦争の時代で
あった3)0
H本の電卓産業は，さらに世界市場における国際的寡占体制へと発展し
ていくが，世界的な寡占競争は， 1980年＜昭和55年〉には終焉している。
こうした，日本の電子産業を支えてきた電卓産業は，その発展過程のな
かで， 1992年＜平成4年〉までに生産した電卓の生産量は，約10億台と推
計されている丸
しかし，その後急速に，日本の電卓産業は構造転換を遂げて発展してい
くことになる丸
2. 日本の電卓産業の構造転換
とーくに1994年以後の生産・輸出・逆輸入の動向を中心として一
日本の電卓産業の構造転換の特徴は，第一に， 1992年＜平成4年〉から
1997年＜平成9年〉までの生産動向の激減が注目されなければならない。
第二に， 1992年＜平成4年〉から1997年＜平成9年〉までの輸出動向の
2)相田 洋著『電子立国日本の自叙伝令』 NHK出版,1996年,21ページ。
3)第1表「電卓戦争時代の一覧」を参照。
4)第2表，第3表，および第4表を参照。
5)日本の電卓産業は， 1994年以降に急速に構造転換を遂げてきている。
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激減が注目されなければならない。
さらに第三に， 1992年＜平成4年）から1997年＜平成9年）までの輸入
動向の増大という傾向的特徴が注目されなければならない。
まず，電卓の生産動向の激減については， 1995年＜平成7年）， 1996年＜平
成8年），および1997年＜平成9年〉の生産動向の余りにも急速な減退傾向
がその特徴となっているが，とりわけ在庫率の増大傾向と，内需，すなわ
ち国内需要の減少傾向が注目されなければならない6)。また，円高が進展
し，電卓は低価格化してきているが，やや価格上昇がみられ．スタイルの
大型化，高精細化，電子計算機（コンピューター）．その他機器との接合通
信機能の強化等の動向も進展してきている。
つぎに輸出動向の激減については，すでに電卓は1992年＜平成4年〉か
ら1993年＜平成5年）にかけては，急速に減少し， とくに1994年＜平成6
年〉から1995年＜平成7年），および1996年＜平成8年）の輸出の動向をみ
ると，あきらかに日本は，従来の電卓の生産供給国，あるいは輸出供給国
から変化してきている”。やはり電卓の世界的需要の変化の動向が注目さ
れなければならない。
最後の輸入動向の増大については，とくに，十分に注意されなければな
らない。すなわち，電卓の輸入の動向は,1992年＜平成4年〉以降は， 1996
年＜平成8年）を除くと，継続して増大してきている。（しかし，この1996
年＜平成 8年）も，金額ベースでは増大してきている。）この電卓の輸入の
増大傾向は，日本の電卓メーカー．すなわち．カシオ社．シャープ社．ぉ
よびキャノン社が，それぞれ海外の現地生産基地で現地生産した電卓の．
日本へ逆輸入した時期であり，逆輸入製品であることになる丸
したがって．その論理構造上の課題は，以上の三つの理論的問題が吟味
されなければならないことになる。
6)第5表および11)注を参照されたい。
7)第6表を参照されたい。
8)第7表を参照されたい。
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第 5表 1992年~1997年 (8月）における電卓の生産動向
（単位：数量＝台，金額＝百万円，前年比＝％）
年三 電 卓数量 削年比 金額 月lj年比
1992年 55,799,975 80.4 92,231 79.0 
1993年 41,575,668 74.5 78,161 84.7 
1994年 20,170,754 48.5 48,058 61.4 
1995年 5,565,179 27.5 30,006 62.4 
1996年 3,211,997 57.7 29,085 96.9 
1992年度 49,985,460 71.8 82,205 71.0 
1993年度 37,057,373 74.1 74,211 90.2 
1994年度 15,763,570 42.5 40,806 54.9 
1995年度 4,742,473 30.0 30,869 75.6 
1996年度 2,865,689 60.4 28,401 92.0 
1996年1-3 1,190,077 59.1 7,749 112.5 
4-6 726,066 55.6 6,299 86.5 
7-9 705,694 59.1 9,598 113.6 
10-12 590,160 55.9 5,439 73.5 
1996年 1月 396,701 59.0 2,040 81.9 
2月 368,615 59.5 2,710 134.0 
3月 424,761 58.8 2,999 126.3 
4月 264,826 56.2 2,152 91.2 
5月 201,165 38.8 2,257 89.7 
6月 260,075 82.4 1,890 78.6 
7月 323,675 87.3 3,628 148.3 
8月 227,976 78.7 3,320 136.9 
9月 154,043 28.9 2,650 74.1 
10月 188,116 57.0 2,072 85.8 
11月 193,187 45.9 1,771 65.9 
12月 208,857 68.4 1,596 69.5 
1997年1-3 843,769 70.9 7,065 91.1 
4-6 803,187 110.6 4,426 70.2 
7-9 
10-12 
1997年1-6 1,646,956 85.9 11,491 81. 7 
7-12 
1997年 1月 287,198 72.3 2,309 113.1 
2月 215,195 58.3 1,551 57.2 
3月 341,376 80.3 3,205 106.8 
4月 227,950 86.0 1,101 51.1 
5月 302,216 150.2 1,604 71.0 
6月 273,021 104.9 1,721 91.0 
7月 266,125 82.2 2,833 78.0 
8月 195,889 85.9 2,772 83.4 
9月
10月
11月
12月
1997年 1-8 2,108,970 85.4 17,096 81.4 
資料出所）監修通商産業省『電子工業年鑑』電波新聞社， 1998年， 344ページ。
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第 6表 1992年~1997年 (8月）における電卓の輸出動向
（単位：数量＝台，金額＝百万円，前年比＝％）
年＼、塾竺~額 電 卓
数量 前年比 金額 則年比
1992年 23,839,957 79.3 29,757 68.8 
1993年 17,437,147 73.1 21,107 70.9 
1994年 4,464,988 25.6 9,793 46.3 
1995年 2,094,104 46.9 4,751 48.5 
1996年 1,790,139 85.4 9,465 199.I 
1992年度 21,904,108 75.3 27,338 68.1 
1993年度 14,249,480 65.0 18,554 67.8 
1994年度 3,657,702 25.6 7,947 42.8 
1995年度 1,888,311 51.6 5,238 65.9 
1996年度 1,729,255 91.5 10,133 193.4 
1996年1-3 401,111 66.0 1,688 140.4 
4-6 574,453 87.5 3,233 182.0 
7-9 570,733 116.1 3,187 311.0 
10-12 243,842 71. 7 1,355 180.9 
1996年1月 79,962 46.1 241 71.6 
2月 101,362 52.2 613 152.7 
3月 219,787 91. 7 834 179.9 
4月 239,531 70.1 1,294 125.9 
5月 152,915 94.5 702 163.5 
6月 182,007 118.9 1,236 388.1 
7月 317,193 280.2 1,274 513.2 
8月 201,798 131.2 1,186 472.4 
9月 51,742 23.0 726 138.3 
10月 70,499 43.3 457 146.4 
11月 93,830 109.3 400 218.5 
12月 79,513 86.8 497 196.3 
1997年1-3 340,227 84.8 2,356 139.5 
4-6 505,633 88.0 2,498 77.2 
7-9 
10-12 
1997年1-6 845,860 86.7 4,854 98.6 
7-12 
1997年1月 149,051 186.4 626 269.3 
2月 83,725 82.5 450 73.4 
3月 107,451 48.8 1,278 153.3 
4月 124,727 52.0 760 58.7 
5月 177,772 116.2 733 104.4 
6月 203,134 111.6 1,003 81.2 
7月 233,118 73.4 1,083 84.9 
8月 132,757 65.7 680 57.3 
9月
10月
11月
12月
1997年1-8 1,211,735 81.0 6,617 89.6 
資料出所）監修通商産業省上掲書， 347ペー ジ。
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第 7表 1992年~1997年 (8月）における電卓の輸入動向
（単位：数董＝台，金額＝百万円，前年比＝％）
年---------塾巴~額 電 卓数量 前年比 金額 前年比
1992年 21,628,718 82.5 12,703 71.2 
1993年 28,028,438 129.5 12,718 100.1 
1994年 30,142,727 107 .5 11,803 92.8 
1995年 35,333,573 117 .2 13,389 113.4 
1996年 32,567,740 92.1 14,948 111.6 
1992年度 21,638,885 82.8 12,121 69.5 
1993年度 29,983,032 138.5 13,185 108.7 
1994年度 30,460,427 101.5 11,576 87.7 
1995年度 36,405,769 119.5 13,986 120.8 
1996年度 33,198,627 91.1 15,862 113.4 
1996年 1-3 9,598,337 112.5 4,034 117 .3 
4-6 7,941,344 95.2 3,678 138.6 
7-9 6,948,454 81.1 3,476 103.5 
10-12 8,079,605 81.5 3,758 95.3 
1996年1月 3,411,848 147.2 1,334 136.0 
2月 3,332,004 99.4 1,349 102.2 
3月 2,854,485 99.8 1,350 118.7 
4月 2,842,625 103.6 1,267 126.8 
5月 2,703,210 98.4 1,178 139.9 
6月 2,395,509 83.9 1,232 151.7 
7月 2,701,296 99.7 1,100 125.9 
8月 2,291,952 84.5 1,216 142.1 
9月 1,955,206 62.1 1,159 71.2 
10月 2,967,038 101.5 1,228 112.9 
1月 2,913,290 78.6 1,363 90.7 
12月 2,199,277 67.1 1,166 86.3 
1997年 1-3 10,229,224 106.5 4,948 122.6 
4-6 8,225,491 103.5 3,998 108.6 
7-9 
10-12 
1997年 1-6 18,454,715 105.2 8,946 115.9 
7-12 
1997年 1月 3,546,345 103.9 1,770 132.6 
2月 2,851,513 85.5 1,469 108.8 
3月 3,831,366 134.2 1,709 126.6 
4月 3,057,400 107.5 1,494 117 .9 
5月 2,696,504 99.7 1,351 114.6 
6月 2,471,587 103.1 1,151 93.4 
7月 3,359,006 124.3 1,587 144.3 
8月 3,649,018 159.2 1,304 107.1 
9月
10月
1月
12月
1997年 1-8 25,462,739 113.0 11,838 118.0 
資料出所）監修通商産業省 上掲書， 350ページ。
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もちろん， 1990年＜平成 2年〉代には，欧・米系， とくにアメリカ合衆
国系の多国籍企業の発展も，東アジア諸地域に海外直接投資を推進してき
ている。
しかし，日本系の多国籍企業は，アメリカ系の多国籍企業とは，少なく
とも理論的には異なってきていると考えられており，産業構造の比較劣位
化産業から，順次発展途上国，開発途上国に産業移転を推進していく， 日
本型一雁行形態的一貿易志向型の海外直接投資の進展と考えられてきてい
る叫
この日本系の多国籍企業として発展を遂げてきた日本の電卓産業，すな
わち，カシオ社，シャープ社，およぴキャノン社が，グローバルな企業戦
略の推進過程のなかで，国内生産量を面付加価値生産化し， 1994年＜平成
6年〉以降，急速に発展途上国，開発途上国向けに海外直接投資を推進す
ると同時に，海外生産の規模を拡大し，現地生産した電卓を日本に逆輸入
するという発展戦略を遂行したところにある 10)。
こうした日本の電卓産業の構造転換にともなって，国内の販売動向も急
速に需要が減少しつつあり，販売の特徴も，逆輸入電卓の急激な増大と，
国内生産動向の急速な減退を敏感に反映しながら推移している。
通産省のデータでは，生産量と販売量とが比較しうるように整理されて
いるが， 1993年＜平成 5年〉から1997年＜平成 9年〉までの販売量は，輸
入動向とは異なって記録されている。（資料出所： No.2664, P. 2, 16事務用
機械115。)11) 
電卓の逆輸入との関連において，さらに関税制度の導入が注目されなけ
9)第1図，およぴ第2図を参照されたい。
10)電卓の現地生産をおこなっている発展途上国，開発途上国には，タイ，インドネ
シア，マレーシア，中国（中華人民共和国）等が多い。
1) 1993年-1997年までの国内販売擢は数量ベースでは， 41,408,186台・ 20,686,873
台・5,650,716台・4,064,294台・6,384,420台と記録されており，金額ベースでは
77,249 (百万円） ・68,273(百万円） ・30,825(百万円）・32,763(百万円） ・36,379(百
万円）と記録されている。
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第1図 東アジアの主な産業構造高度化ブロジェクト
~ プロジェクト名 内 容
「資本財産業育成対策」 資本財産業分野で，外国，特に日本企業の誘致を促進
韓 国
すべく，外国企業専用工業団地入居企業への「輸入先
多角化品目制度」適用を除外する等，優遇措置を講じ
る。
「アジア太平洋・オペレ 21世紀初頭に台湾を各産業分野におけるハプ・センク
ーションセンター構想 ーヘと成長させる計画。貿易投資の自由化計画ととも
(APROC)」 に，製造業。運輸，金融，電信，メディアの分野での
台 湾 法整備や規制緩和，インフラ整備を行う。
--------------------------------------------
「科学技術プロジェク 通信．半導体などのハイテク産業における研究開発プ
ト(STP)制度」 ロジェクトヘの政府支出による支援と民間への技術移
転促進。
「国際ピジネス・ハプ 多国籍企業の地域統括本部．物流．金馳，通信・メデ
(IBN)2000」 ィアの国際ピジネス拠点化を推進する。
-------------一着響疇--------------------------疇一ー一-----------------------------「リージョナライゼー シンガポールからアジアの他地域への投資を促進し．
ション 2000」 国内産業との相互補完と地域ネットワーク化を促進す
シンガポール る。
------------- ---------------------------------------------奮• ● 疇—-------------「第 3次経済開発支援 ① 2000年まで製造業で7%の持続的成長を維持，②地
スキーム(EDASIII)」 城統括本部の一層の誘致．③ハイテク企業誘致．④先
進国並みの生産能力の確保（製造業を対GDP比25%
以上に）。
「BUILD: BOI Unit 裾野産業育成を目的に．組み立て企業と地場企業との
夕 イ
for Industrial Lin- マッチ・メーキングを行う。 BUILD以外にも．鋳造，
kage Development」 鍛造，金型などを投資優遇措置対象業種とし裾野産業
育成を図る。
「VDP:ペンダー育成 政府，中核企業．金融機関三者で協定を締結し．金馳
マレーシア 計画」 機関は中核企業から対象企業としてノミネートされた
中小企業に対して低利馳資を行う。
「90年代中国産業政策 産業政策の重要性を強調。①農業．②インフラ・基礎
中 国
綱要」「第9次5カ年計 産業．③基幹産業（機械・ 電子．石油化学．自動車，
画」 建設業）の重点分野化．および外資の選択的受け入れ
（業種，地域の選択）。
〔資料〕 各種資料よりジェトロ作成。
資料出所） 1997ジェトロ白書投資編『世界と日本の海外直接投資』日本貿易振興会,1997年．
50ペー ジ。
日本の電卓産業の構造転換と将来の展望（本岡） (417) 45 
第2図 東アジアの主な情報インフラ整備プロジェクト
~ 国名 プロジェクト名 内 容
韓国情報インフラ ①光ファイバー・ケープルの利用による政府・民間ネ
(KID計画 ットワーク構築（政府は2015年，民間は2020年まで），
韓 国 ②情報インフラ整備のための研究開発，パイロットプ
ロジェクトの実施，③国民の関心把握，法整備を通じ
た環境造り。
「アジア太平洋・オペ 21世紀初頭に台湾を製造業，輸送業などの各産業分野
レーションセンター構 におけるアジア太平洋のハプ・センターヘと成長させ
想 (APROC)」の電信 る。「アジア・太平洋オペレーションセンター
台 湾
センタープロジェクト (APROC)」の中の電信サービスに関するプロジェク
ト。台湾をアジア・太平洋のインテリジェント型情報
ネットワークの中枢の一つにすべく，電信サービスの
自由化，ケープルネットワークの拡大，光ファイバー
化による国際情報通信インフラ (NII)建設を計画。
I T (Information 2005年までにシンガポールの全家庭に光ファイバー網
Technology) 2000計 を整備し，全土をインテリジェント・アイランド化す
画 る計画。
---------------------------------------------------------
シンガポール Singapore ONE IT2000年までの中間構想。マルチメディア， CATV,
インターネット等サービス・プロバイダーの相互交換
を行い，ネットワーク加入者はどのサーピスにもアク
セス可能となる。
電気通信に関する国家 2020年までに完全な先進国となる「ピジョン2020」計
政策 (theNational Tele- 画の下， 2020年を目標に高度情報化社会を確立し，世
communication Policy) 界の電気通信のハブとなることを目指す。
--------------------------
-----------------------------------------------------雫--------NII (Network Informa- 政府系民間企業のテレコム・マレーシアが中心となり，
マレーシア
tion Infrastructure) 2000年までに広域帯ISDNを善及させるべく， 2015年
までに加入者回線を光ファイバー化する。
--・------------------------------------------------------
マルチメディア・スー 2005年の完成を目標に，クアラルンプールから南南西
パー・コリドー (MSC) 20キロのプトラジャヤ（旧プランプサール）に首都を
計画 移転し， 15キロX40キロのエリアにハイテクゾーン，
マルチメディア都市を建設する計画。
インドネシア
インドネシア通信整備計 全国を 7地域に分け，合計500万回線を増設する。
画（第6次5ヵ年計画）
金橋プロジェクト 国家経済情報通信ネットワーク構築のプロジェクト
で，各地域・セクター・企業の相互通信を目的とする
公用の経済情報通信ネットワーク (95年に24の省，市
のネットワーク化完了）の建設および情報システムの
中 国 構築（アプリケーション・システム開発）。さらに， EDI
（電子データ取引き）を促進する「金関プロジェクト」，
電子通貨の導入を目指す「金カード」プロジェクト，
税収管理と税収情報のコンピュータ処理を目的とする
「金税」プロジェクトが開始されている。
〔資料〕 各種資料よりジェトロ作成。
資料出所） 1997ジェトロ白書投資編上掲書， 52ペー ジ。
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ればならない。
現在 (1998年＜平成10年〉）の日本の『実行関税率表（付・輸入統計品目
表）』では，電卓には輸入関税は賦課されていない。日本の現行『実行関税
率表（付・輸入統計品目表）』には，番号No.8470,10. 統計細分Stat.Code 
No.000に，「電子式計算機（外部の電源を必要としないものに限る。）並ぴに
データを記録し，再生し，及び表示するポケットサイズの機械（計算機能
を有するものに限る。）」，「その他の電子式計算機」，番号No.8473.30, 統計
細分Stat.Code No.000, NACCS用1,第8470.10号，「第8470,21号又
は第8470.29号の電子式計算機のもの」，番号No.8473.29, 統計細分Stat,
Code No.000, N ACCS用， 0「その他のもの」だけに，一定率の「協定
(WTO)」関税が賦課されることになっている 12)0
日本の関税は，従来から低率であったが，ウルグアイ・ラウンド (1986
年＜昭和61年〉）の新ラウンド交渉等が節目となって，大きく関税率が下が
るという経過を辿ってきている。
したがって，電卓の逆輸入には関税は賦課されていない。
このような発展動向のなかで，カシオ社，シャープ社，およびキャノン
社の企業集国の多国籍企業の形態的内容を，企業内世界分業の展開，およ
ぴ促進に関する具体的な特徴としてあきらかにしておかなければならない
ことになってくる。
カシオ社では，主要製品であった電卓を，情報機器部門の製品として位
置づけている。
なお，主要な生産関係を構成している会社としては，愛知カシオ株式会
社，甲府カシオ株式会社， Casio(Malaysia) Sdn. Bhd. およびCasio
Computer (Hong Kong) LTD. が記録されている 13)。
12)監修H本関税協会『実行関税率表（付・輸入統計品目表）』 H本関税協会発行， 1998
年， 862ページ-864ページ。なお，電卓の逆輸入が無関税であることについては，
税関研修所神戸支所に問い合わせて確認している。
13)第8表を参照されたい。
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第8表 カシオ計算機株式会社の部門•主要製品・主要生産関係会社
製品部門別の主な生産会社は次のとおりである。
部 門 主 要 製 品 主要生産関係会社
電 卓 愛知カシオ株式会社
電 子 手 帳 甲府カシオ株式会社
電 子 文 具 Casio (Malaysia) Sdn. Bhd. 
情報機器部門
電子レジスター (POS含む） Casio Computer (Hong Kong) Ltd. 
パーソナルワープロ
ハンデイターミナル
オ フ コ ン
ポ ケ コ ン
電子デジタル腕時計 山形カシオ株式会社
電子アナログ腕時計 Casio Korea Co., Ltd 
電子時計部門
電子コンビネーション腕時計 Casio (Malaysia) Sdn. Bhd. 
電子置時計 Casio Philippines Corporation 
電 子 壁 掛 時 計
ベ ジ ヤ
p H s 愛知カシオ株式会社
通信・映像機
液晶テレピ 山形カシオ株式会社
器部門
デジタルカメラ Asahi Industries (Malaysia) Sdn. Bhd. 
ハンドヘルド P C 
電 話 機
カシオ電子工業株式会社
液 晶 デ ，ゞ ィ ス 甲府カシオ株式会社
デバイス及び 電 子 楽 器
カシオマイクロニクス株式会社
その他部門 オ デ イ オ
高知カシオ株式会社
ペ ジ プ リ ン ク
Asahi Electronics (Singapore) Pte., Ltd. 
Casio Manufacturing Corporation 
Casio Electromex S. A. de C. V. 
資料出所）大蔵省印刷局発行No.15-120『有価証券報告書総覧カシオ計算機株式会社』
平成10年7月20日， 58ペー ジ。
カシオ社の企業集団は，親会社であるカシオ計算機株式会社を中心とし
て，その関係会社となっている生産会社，販売会社，およびその他会社66
社から構成されているが，電卓以外の全機種，すなわち情報機器，電子時
計，通信・映像機器，デバイス等の分野においては，開発• 生産から，販
売・サービスにわたる事業活動を推進してきている 14)。(1997年＜平成 9年〉）
14)第9表を参照されたい。
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第9表 カシオ計算機株式会社の企業集団
当社グループ各社間の概要を図にすると以下のとおりである。
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、ヽヽ、ヽ、ヽ、、
（梅外子会仕）
Asahi a叫皿,._.(Singapore) Pie., Lid. 
他6社
（国内子会社）
カシオ情報機器株式会社
九州カシオ販売株式会社
カシオ砥子デバイス株式会社
他10社
（国内子会社）
＾ 
カシオリー ス株式会社
I ．そ
の
他
（国内子会社）
会 カシオテクノ株式会社占塩温寄会仕
マス株式会社 他lit
（梅外子会社）
Casio Asia和c,Lld.
他41±
（悔外関連会社）
國葉科技秋展有限公司
? ?
??
I± 
（国内子会社） （悔外子会社）
Casio Inc. I匡 I~i 
Casio El"'uwlic. Co., Ltd. 
〇血Co叩血『Co.,GmbH l,1t1hl叫
他21士
！ ・ー____________________________J 
従業員数
4會161人
(1997年3月）
資料出所）大蔵省印刷局発行上掲書， 59ペー ジ。
＇ :（凡例） ： 
：←製品の供給！
＇ ヽ・---―一部品の供給：----------・ 
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第10表 カシオ社の電卓の生産・販売関連分野における連結子会社と資本規模
（名称欄の濠印は特別子会社）（単位：百万円）
決子る権所会社有に割の対議合す .... Pi "'名 称住 所資本金 事業内容 役員の兼任
所直接有 所1Dl接有 役当社員 職当社員 資金援助 営業上の取引 賃設備貸借の
カシオボリ 山梨県東 電器び金等卓型の・の電部製子品造楽及
設饂資金 当社製品の成● ／ マチック棘 八代郡 780 100 ゜2 1 期と資して金等長 品及び金型の製 なし一宮町 の貸付 追会社である。
＊ 山巨梨摩県郡中 霞ム機,卓,・シス品テ ム当機社電器卓・部・品システ ／ 甲府カシオ翰 140 デ 器イス・謡等の 100 ゜3 8なし
デバ あり
玉穂町 イス等の製造会製造 杜である。
台満刹時豪股 台筒桃園J!
27,000 
電品製遥子・電時卓計等の部の 造品当社及会電び社子電で時点ある計等。の蔀製 ／ 紛有展公司 千ニュー 100 ゜2 3なし なし台清ドル
C邸 io
涵M血al炉aysia 
72,000 
電計等点の・製電造子時
当社電卓・電子時 ／ S(dMn, alaByhsdia . 千マレーシア 100 ゜4 4なし 計で等あの製造会社 なしドル る。
CasiPSdn. (oMlymao Blahd yrsTiaec ) SeMlanger laysia 
4,500 
彗器び金型の・の電郁製子品造楽及
当社製品の●都 ／ 千マレーシア 0 100 ゜2 なし 品及び金型の製 なしドル 追会社である。
Casio Com• Kowloon 千3香8港,50ド0 電計の点製・造電子時 計当社の電製卓造・会電社子時で ／ pKuongter )(LtdHo. ng Hong Kong 100 ゜3 4なし なしル ある。
＊ New Jersey 千3米0,0ド0ル0 電饂販売卓霞及子機び器そ1J) 
当社製品を阪売 (I) 2 58,654 7 
Casio Inc. U.S.A 60 ゜4 1 なし する米国現鱚法 なし (3) 46 人である。 (45)  4,834 31,464 
Casio Ontario 千米3,0ド0ル0 電他販売卓電及子機び器そI) 
す当社製品を販売 ／ c,.n,da Ltd. Canada 0 100 2 2なし るカナダ現他 なし法人である。
Casio Com-
Gpumtebr H Co., Non如stedt 千1槍6マ,5ル0ク0 販電他売卓電及子機び器その 60 ゜
す当社る製ド品イをツ販現売嬉 ／ Gennany ゜0 なし なしDent<rhlorui 法人である。
Casio Elec・London 6,000 電琵卓及びその 当社製品を販売 ／ tronics England 千英ポン 子機器の 100 ゜3 1なし する英国現雄法 なしCo., Ltd. ド 人である。
カシオ電子 中国広束 千米2,50ドル0 電販売卓の製造， I/ 有（中山） 70 ゜2 4 なし 当社電卓の製造限公司 省中山県 会社である。 なし
京都カシオ 京都市 50 計電等の卓・阪霞・売子電子楽時器 100 計国当社内・電販子卓売楽・会電器社等子時ので ／ 販売腑 下京区 ゜I 8なし なしある。
大阪カシオ 大阪市 50 翡らi『 100 当社電卓・電子楽 ／ 販売腑北 区 ゜I 1なし 器会社等でのあ国る内。販売 なし
多摩カシオ 東京都 33 計電卓・ 楽子時器 100 計国当社内・電販子卓売崇・会電器社等子時ので ／ 販売腑 立川市 ゜2 4なし なしある。
九州カシオ 禍岡市 50 計等電の卓・販電・売電子子楽時器 計国あ当社内る・電。電販子卓売楽・会電器社等子時ので I/ 販売棘 博多区 100 ゜I . 5 なし あり
カシオ 東京都 20 再電他生卓電子及・販機び売器その
当社製品の再生 ／ リフレ棘 羽村市 100 ゜I 5なし 及び販売会社で ありある。資料出所）大蔵省印刷局発行Nn15-120 上掲書,74ベージ-77ページから摘出した。
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また，カシオ社の連結子会社を注目しなければならない。とくに電卓を
取り扱っている連結子会社は，カシオポリマテック株式会社，甲府カシオ
株式会社，台湾刻時豪股伶有限会社， Casio(Malaysia) Sdn. Bhd. Casio 
Polymar Tee (Malaysia) Sdn. Bhd. Casio Computer (Hong, Kong) 
Ltd. カシオ電子（中山）有限公司，九州カシオ販売株式会社，京都カシオ
販売株式会社，大阪カシオ販売株式会社，多摩カシオ販売株式会社，カシ
オリフレ株式会社， Casio,Inc. Casio Canada Ltd. Casio Computer Co., 
GmbH. Casio Electronics, Co., Ltd. 等が，規模別に資本を投下し，電卓
の生産，販売活動を推進している 15)。
シャープ社では，主要製品であった電卓を，通信・情報機器部門の製品
として位置づけている 16)。
なお，主要な生産関係を構成している会社としては，シャープ社，シャ
ープエレクトロニクス販売（株式会社），シャープライプエレクトロニクス
販売（株式会社），シャープシステムプロダクト（株式会社），シャープマ
ニファクチャリングシステム（株式会社），シャープエンジニアリングシス
テム（株式会社），シャープシステムサービス（株式会社），シャープ・エ
レクトロニクス・コーポレーション，シャープ・エレクトロニクス（ヨー
ロッパ）ゲー・エム・ベー・ハー，シャープ・エレクトロニクス（ユーケ
ー）リミテッド，シャープ・アプライアンズ（タイランド）リミテッド，
シャープ・コーポレーション・オプ・オーストラリア，およぴ夏普弁公設
備（常熱）有限公司が記録されている1¥
シャープ社の企業集団は，シャープ社のエレクトロニクス機器事業部門，
電子部品事業部門を中心として，さらにシャープトレーディング株式会社
を媒介にしたその関係会社から構成されている。この関係会社には，国内
製造会社，海外製造会社，国内製造会社，海外製造会社，およびサービス
15)第10表を参照されたい。
16)第11表を参照されたい。
17)第11表を参照されたい。
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第1表 シャーブ株式会社の部門•主要襲品・主要生産関係会社
部門別の主要製品名及び主要会社名は次のとおりである。
部門 主要製品名 主要会社名 会社総数
カラーテレピ，ハイピジョンテレピ. I当社
テレビデオ，液晶カラーテレビ， シャープエレクトロニクス販売翰
工
レ
?
ロ
?
ス
?
液晶ピジョン，
カーナピゲーションシステム，
ピデオカセットレコーダー，
DVDプレーヤー，ピデオカメラ，
AV機器 I液晶ピューカム，
デジクルスチルカメラ，
衛星放送受信システム，
ピデオプリンク， CDラジカセ，
CDステレオ，コンポーネント，
MDプレーヤ―,MDデータカメラ，
液晶ラジオ
エアコン，冷蔵庫，電子レンジ，
食器洗い乾燥機，小型調理機器，
電化機器 I除湿機，空気清浄機，洗湿機，
衣類乾燥機，掃除機，扇風機，
石油暖房機器，電気暖房機器，
家庭情報システム，画像入カカメラ
多機能電話機，コードレス電話機，
携帯電話機， PHS電話機，
ファクシミリ，ワードプロセッサ，
電卓，電子手帳，
新携帯情報ツール，
パーソナルコンピューク，
通信・
オフィスワークステーション，
器 I情報機器Iポケットコンピューク．
POSシステム機器，電子レジスク，
銀行マシン，複写機．
カラーレーザープリンタ・
カラースキャナ等各種PC周辺機器，
複写機・プリンク用消耗品，
PCソフトウェア， FA機器，
CADシステム，超音波洗浄機
シャープライプエレクトロニクス販売眸
シャープシステムプロダクト卿
シャープマニファクチャリングシステム僑
シャープエンジニアリング鞠
シャープシステムサービス鞠
シャープ・エレクトロニクス・コーポレーション
シャー プ・エレクトロニクス（ヨー ロッバ）ゲー ・エム・ペー ・ハー
シャープ・エレクトロニクス（ユーケー）リミテッド
シャー プ・アプライアンシズ（タイランド）リミテッド
シャープ・コーポレーション・オプ・オーストラリア
夏普弁公設備（常熱）有限公司
50社
LSI, IC, 液晶パネル及びユニット. I当社
EL・LED及び表示システム．
光電交換索子及び応用ユニット．
シャープ・エレクトロニクス・コーボレーション
電子部品 1
バワー索子，半導体レーザ．
ホログラムレーザ，衛星放送用部品，
高周波・赤外線通信ユニット，
電子チューナ，プリント回路基板
太陽電池
このほか，シャープファイナンス棘が家電製品等の信用販売， 1)ー ス，不動産賃貸及び保険代理業を行っている。
資料出所）大蔵省印刷局発行NQJS-21「有価証券報告書総覧 シャープ株式会社」平成10年7月20B,56ペー ジ。
シャー プ・エレクトロニクス（ヨー ロッパ）ゲー ・エム・ペー ・ハー
夏普電子股紛有限公司
21社
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会社，その他（以上が製造的側面を担当している会社ではないかと考えて
いる。）と，さらに販売会社，製造販売会社，販売会社88社があり，顧客に
対面しているが，電卓以外の全機種，すなわち電気通信機器，電気機器，
および電子応用機器全般にわたる分野の製造，販売の内容も含まれてい
る18)0
また，シャープ社の連結子会社も注目しなければならない。とくに電卓
の海外現地生産あるいは国内関連生産の推進は，シャープ社の連結子会社
の規模別資本の投下にもとづいて推進されてきている。すなわち，シャー
プエレクトロニクス販売（株式会社），シャープライプエレクトロニクス販
売（株式会社），シャープシステムサービス（株式会社），シャープ新潟電
子工業（株式会社），シャープ・エレクトロニクス・コーポレーション，シ
ャープ・エレクトロニクス（ヨーロッパ）ゲー・エム・ベー・ハー，シャ
ープ・エレクトロニクス（ユーケー）リミテッド，シャープ・アプライア
ンシズ（タイランド）リミテッド，シャープ・コーポレーション・オプ・
オーストラリア，夏普弁公設備（常熱）有限公司，シャープ・エレクトロ
ニカ・エスパーニャ・エス・エー，シャープ・コーポレーション・オプ・
ニュージーランド，シャープ・マニュファクチュアリング・フランス・エ
ス・エー等が，電卓の生産，販売活動を推進してきている19)。
さらに，キャノン社では，主要製品であった電卓を，事務機部門の情報・
通信機器の製品として位置づけている20)。
主要な生産関係を構成している会社としては，キャノン（株式会社），キ
ヤノン電子（株式会社），コピア（株式会社）， 日本タイプライター（株式
会社），キャノンアプテックス（株式会社），キャノン化成（株式会社），長
浜キャノン（株式会社），キャノン精機（株式会社），キャノン・コンポー
18)第12表を参照。（シャープ社の調査対象年度は， 1997年＜平成9年度〉となってい
る。）
19)第13表を参照されたい。
20)第14表を参照されたい。
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第12表 シャープ株式会社の企業集団
当グループの事業の系統図は，概ね次のとおりである。
顧
販売会社
（国内）
販売シャー プエレクトロニクス販売（恥
シャー プライプエレクトロニクス販売（株）
シャー プシステムプロダクト（樹 他3社
（海外）
シャ1・エレクトロニクス（ヨー nッバ）ジ一・エム・ベー・ハー
シャーブ·Dキシー・セールス（シンガポール）プライペート•リミテッド
シャープ・エレクトnニクス•オプ・カナダ•リミテ7ド
シャ1・コーボレーション・オブ・ニュージーランド
シャープ・Dキシー（ホンコン）リミテッド 他10社
製造販売会社
（国内）
シャー プマニファクチャリングシステム(ft)
（海外）
シャー プ・エレ外ロニクス
シャープ・エレクトロニクス（ユー ケー ）リミテッド
シャープ・コーボレーション・オプ・オーストラリア
シャー プ・エレクトロニカ・エスパー ニャ・エス・エー
シャープ・フィリピンズ・コープレーション
上海夏普電器有限公司 他4社
当社 エレクトロニクス機器
客
販売会社
（国内•海外）
シャープ・エレクトロニクス・コーホ:v-ション
シャープ・エレクトロニクス（ヨーロッパ）ジー・エム・ベー・ハー
シャープ・エレクトロニクス（シンガポール）プライペート・リミテッド
夏普光電股扮有限公司 他6社
従業員数
23,456人
(1997年3月）
電子部品
シャー プトレー ディング（株）
国内製造会社
シャープ新潟饉子工業（株
他3社
海外製造会社
シャーブ・7プライアンシズ（タイうンド）リミテッド
夏普弁公設備（常熟）有限公司
シャーブ・マニュ77クチュ7リング・コーポレーション（マレーシア）
シャープ·Dキシー・エレクトnニクス・コーボレーション•マレーシア
シャーブ・マニュ7アクチュアリング・フランス・エス・エー 他5社
サービス会社
戸i;~盟儡
国内製造会社
シャー プタカヤ電子工業（株
他3社
海外製造会社
夏普電子股伶有限公司
シャーブ・マイクロエレ外ロニクス・テクノロジー・インク
無錫夏普電子元器件有限公司 他1社
その他
シャ＿プファイナンス齢
シャー プテクノシステム（恥
シャーブ・インクーナショナIV-77イナンス{it/T?ド｝ングダム）ビ--iivッ—
シャープ・ラポラトリーズ・オプ・ヨーロッバ・リミテッド
シャープ・マイクロエレクトロニクス・テクノロジ一・インク
夏普特技股伶有限公司
シャープ•ラボラトリーズ・オプ・アメリカ・インク イ也13社
資料出所）大蔵省印刷局発行No.151 上掲書， 57ペー ジ。
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第14表 キヤノン株式会社の部門•主要製品・主要生産関係会社
部 門 主 要 製 品 主な生産会社
複 写 機 オフィス複写機，バーソナル複写機， 当社
カラー複写機等 キャノン電子僻
コンピュータ周辺機器 レーザーピームプリンク．バプルジェット コピア棘
プリンク，スキャナ，デジタルカメラ等 日本タイプライター鞠
事 情報・通信機器 ファクシミリ，コンピューク，ワードプロ
キャノンアプテックス條
キャノン化成眸
セッサ．デスクトップバプリッシングシス
長浜キャノン瞬
務 テム，ハンディクーミナル，マイクロフィ
キャノン精機瞬
ルム機器，電子ファイル，電卓，電子クイ
キャノン・コンポーネンツ腑
機 プライク．電子辞典等
大分キャノン翰
部
Canon Virginia, Inc. (米国）
Canon Business Machines, Inc. (米国）
門
Canon Giessen GmbH (ドイツ）
Canon Bretagne S.A. (フランス）
Canon Manufacturing U.K. Ltd. (英国）
佳能大連事務機有限公司（中国）
佳能珠海有限公司（中国）
Canon Hi-Tech (Thailand) Ltd. (タイ）
佳能電産香港有限公司（香港）
天津佳能有限公司（中国）
力 メ ラ 部門 一眼レフカメラ，コンパクトカメラ， 当社
ビデオカメラ，交換レンズ，双眼鏡等 大分キャノン聯
台湾佳能股紛有限公司（台湾）
Canon Opto (Malaysia) Sdn. Bhd. 
（マレー シア）
佳能珠海有限公司（中固）
広東連合光学俄器有限公司（中国）
光学機器部門 半導体製造装置．放送局用テレピレンズ． 当社
眼科機器.x線機器．医療画像記録機器等
そ の 他磁器ヘッド． 当社
マイクロモーク．視聴覚補装具等． キャノン電子翰
プリント配線板，太陽光発電システム 長浜キャノン眸
キャノン梢機眸
キャノン・コンポーネンツ卿
（注）当社を除く主な生産会社は，全て当社の連結子会社であります。
資料出所）大蔵省印刷局発行Nnl7-7「有価証券報告書総覧キャノン株式会社」平成10年4月2013,61ペー ジ。
ネンツ（株式会社），大分キャノン（株式会社）， CanonVirginia, Inc. Canon 
Business Machines, Inc. Canon Giessen GmbH. Canon Bretagne S. A. 
Canon Manufacturing U. K. Ltd. 佳能大連事務機有限公司，佳能珠海有
限公司， CanonHi-Tech (Thailand) Ltd. 佳能電産香港有限公司，天津
佳能有限公司が記録されている21)。
21)第15表を参照されたい。
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第15表 キヤノン株式会社の企業集団
事業の系統図は次のとおりである。
外 部 顧 客
鼻
販 売 ＾ 工 社国 内 米 州 欧 州 そ の他
キャノン販売儲 Canon U. S. A. Inc. Canon Europa （オNラ. V. Canon Aus血（liオaーPtyス.トLラtリd.ア）
キャノンコピア販売（株 （米国） ンダ）
その他の非連結子会仕45仕 C皿..r .牙伯（カナIncダ.） Canon (U. K.) Ltd. Canon Sin四（呼ンノPie.がポーLidル.） 関連会社 2社 （英国）
Canon Lalin America, Inc. Canon France S. A. Canon Honが（香ne捲Co） .Ltd. 
その他の連結（米子国会）社 9社
（フランス）
Canon Dcut.-hl呵ndGmbll その他の追結子会社 8社
非連結子会社2社 （ドイツ） 非連結子会It5社
その他の退結子会社 401.t 
非連結子会社37社
関連会社 23社
I キャノン株式会社 I 
：↑ 
国内生産会社
キャノ:,m子園
コピア個
日本タイプライター （齢
キャノンアプテックス働
キヤノン化成（樹
キ長ヤ浜ノキンヤ梢ノ機ン（齢樹
キャノン・コンポー ネンツ（悧
大分キャノン儀
その他の非連結子会社3社
関連会社 2社
大分キャノン慟
キャノン電子（債
キヤノン精機僑
キャノン・コンポー ネンソ（樹
長浜キヤノン儲
その他の連結子会社 3社
非連結子会社3社
関連会社
（凡例）
~ 製品の供給
＿＿＿ー 一部品の供給
5 It
！↑ 
海外生産会社
Canon Virginia Inc. (米国）
CanonG&—iessen GMmb,rl hin(ドnイ. Inc. (米国）
事 Canon ツ）CanonB匹 S.A.(7ランス）
Can佳佳能能on大珠電M連海産叩事有香1捲務限[<1機公有11有限司血公限（g中公U司国.司（K）香.（U中港d国） . (英国））
務
Can天津on佳Il熊-有Tech限公(Thai司（中land国)） Lkl. (クイ）
機 その他の連結子会社 5社
非連結子会社6社
関連会社 7社
台湾佳能股伶有限公司（台湾）
力
Canon 広佳能東珠遮Op海合有to光限学(Mal公儀a司器ys有（ia)中限国S公（d）マn.司レB（ーhd.中シ国ア）） 
メ
ラ
その他の会社
キャノンソフトウェア慟
Canon Rcsc:arch Centre Europe I 
car口nRりU』a,erぼerrancol
CanonRe.t<l』chCenter Ame血
canon Infonnatioo Sys1ems, Inc 
Canoohlfun叫 i11Syslerns Res 
Pty. Lid. (オーストラリア）
その他の連結子会社 14社
非連結子会社221土
関連会社 8社
資料出所）大蔵省印刷局発行No.17-7 上掲書， 62ページ。
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キャノン社の企業集団は，親会社であるキャノン株式会社を中心として，
その関係会社となっている生産会社，および販売会社の296社から構成され
ているが，電卓以外の全機種，すなわち事務機，カメラ，光学機器等の分
野においては，開発，生産から，販売，サービスにわたる事業活動を推進
してきている22)。(1997年＜平成9年〉）
また，キャノン社の電卓の国内関連生産，あるいは海外現地生産の推進
は，連結子会社による規模別資本の投下にもとづいて進展してきているが，
この連結子会社の海外現地生産の展開は， Canon Virginia, Inc. South 
Tech, Inc. 佳能電産香港有限公司，佳能大連事務機有限公司，佳能珠海有
限公司，天津佳能有限公司， CanonHi-Tech (Thailand) Ltd. 等によっ
て促進されてきているが，とくに，海外，および国内の販売業務の進展は
注目されている。
現状では，キャノン社の場合の電卓については，佳能電産香港有限公司
を通して，海外取り引き，国内取り引きが進展しているといわれている23)0
このようなカシオ社，シャープ社，およびキャノン社等が， とくにH本
系の多国籍企業の発展形態を促進し，電卓産業が構造転換にともなって，
発展戦略上， 1994年＜平成6年〉以降に国内生産を縮小し，さらに輸出減
少，およぴ逆輸入（輸入）増大という戦略的推進を続行する意義は，現地
生産基地をアジア NIES諸国から， ASEAN諸国へ，さらに中国へと転換
しつつ， 日本の電卓産業の技術移転を促進していく， 日本系の多国籍企業
の衰退期，あるいは標準化製品期におけるグループ戦略ではないかと考え
ている 24)0 
22)第15表を参照されたい。
23)第16表を参照されたい。
24) Raymond Vernon, "The Location of Economic Activity", John H. Dunning ed., 
Economic Analysis and the Multinational Enterprise, George Allen & Unwin 
Ltd, London, 1974, pp. 89-114. 
日本の電卓産業の構造転換と将来の展望（本岡） (431) 59 
3. 現地生産化した電卓商品の選択志向の変化と
品質評価の基準
通産省の『平成十年版通商白書』は， 日本主要商品の輸出比率を21商品
を掲げ， 5年間にわたる推移を，輸出比率として掲載している。
このなかに，電子式卓上計算機があげられているが，その輸出比率は，
1993年＜平成 5年〉が42.0%, 1994年＜平成 6年〉は22.2%となっており，
その後は1995年＜平成 7年〉が37.6%, 1996年＜平成 8年〉は55.2%, 1997 
年＜平成 9年〉は49.4%となっている。
この参考諸統計の推移は，とくに生産量の減少との関連において電卓の
輸出比率をみると，輸出比率算出基準にもとづけば向上してきているが，
しかし，現実には1994年＜平成 6年〉以降は，輸出はあきらかに縮減して
きている 25)0 
しかし，それにもかかわらず，関数電卓，電子手帳（大型画面化）等は，
高付加価値製品の開発という観点から，単価の上昇を促進しつつ，輸出を
目指して，生産額の維持・拡大を促進してきている。
1994年＜平成 6年〉以降は，電卓は， とくに ASEAN諸国，中国で海外
現地生産が促進されてきているが， もちろん，これら諸国からの日本への
逆輸入製品の逆輸入もあきらかとなってきている。
海外で現地生産されている電卓の品質評価の基準は，どのように日本国
内で評価すべき性格をもっているのであろうか？
日本では， 1974年3月1Bから実施している「電子式卓上計算機認定試
験基準」があり，電卓商品の品質認定制度の基準を18項目にわたって定め，
その基礎を確立している26)。
25)通商産業省編『平成十年版通商白書く各論〉』大蔵省印刷局発行，平成10年， 693
ページ。
26)第17表を参照されたい。
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第17表 電子式卓上計算機認定試験基準
順序 項 目 試験方法 判定基準
1 一般動作 一般試験のもとで人手の入力により操作を 2回繰 異常がないこと。
返し，各部の機能およぴ動作を調べる。
2 動作安定度 電源・電圧の基準が設けられており，その基準条 異常がないこと。
件のもとで一般動作試験をおこなう。 計算に異常がないこと。
3 雑音端子電圧 昭和45年電波審議会の答申による試験甚準，およ 電気用品取締法の
ぴ擬似電源回路網インピーダンスの試験基準が設 技術基準による。
けられている。
4 雑音許容度 一般試験条件のもとで，電源ラインにインパルス 異常がないこと。
性雑音を印加した状態で一般動作試験をおこな
う。（但し，インパルスの高さ，巾，繰返し周期，
極性，インパルスの印加相，交流ライン電源供給
量，試供台の試験基準が設けられている。）
5 辿続動作 一般試験条件のもとで， 0-9の数字を組み合わ 異常がないこと。
せた四月lj演算をプログラムに組み，繰返し計算を
4000回行い，外観，構造，一般動作について調べ
る。（但し，キーの操作は，押す加速度，押す早さ，
振る早さ，押す回数に試験標準が設けられてい
る。）
6 平常温度上昇 一般試験条件のもとで連続動作させ，各部の温度 電気用品取締法の
上昇がほぽ一定となったとき，熱電温度計法によ 技術基準による。
り，各部の温度を測定する。
7 消費鼈力 平常温度試験において，消費電力等がほぽ一定と 電気用品取締法の
なったとき測定する。 技術基準による。
8 絶緑性能 絶緑抵抗 電気用品取締法の
平常温度上昇試験の前後において,500 V絶緑抵 技術碁準による。
抗計により．充電部とアースするおそれのある (1 MO以上あ
非充電金属部との間の絶緑抵抗を測定する。 ること。）
絶緑耐力
平常温度上昇試験の直後におこなう絶緑抵抗試
験ののち，充電部とアースするおそれのある非
充電金属部との間に，交流電圧を連絡して 1分
間加える。（但し．交流電圧の試験甚準が設けら
れている。）， ←l古•J ,血a 定格電圧を加え高温室内 (40℃士 2℃)で約2時 異常がないこと。
間放霰し，同一温度中で外観，構造，一般動作，
絶縁性能を調べる。（但し，電源スイッチを ONの
状態にし，他のキーは一切操作しない。）
10 耐 l•uロ• 性 電源スイッチは OFFの状態で，厳密な耐震試験 異常がないこと。
基準にもとづいて，外観，構造，一般動作，絶緑
性能を調べる。
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順序 項 目 試験方法 判定基準
11 低 温 電源スイッチはOFFの状態で，低温室内(0℃土 異常がないこと。
2℃)で約 1時間放置したのち，同一温度中で外
観，構造，一般動作について調ぺる。
12 耐 寒 性 低温室内で電源スイッチはOFFの状態で厳密な 異常がないこと。
耐寒試験基準にもとづいて，外親，構造，一般動
作について調ぺる。
13 耐 熱 性 高温室内で電源スイッチ OFFの状態で，厳密な 異常がないこと。
耐熱試験基準にもとづいて外楓，構造，一般動作
について調ぺる。
14 耐 久 性 連続動作と同じ方法で繰返し計算を連続30,000回 異常がないこと。
行い，外観，構造，一般動作について調ぺる。
15 耐 振 動 セット単体，梱包状態の両方について，厳密な外 異常がないこと。
観，構造，一般動作について調べる。試験は電源 （但し，セット単
スイッチ OFFの状態で試験台に貨物を固定して 体テストの場合，
実施する。（但し，重量測定は．セット単体で電波 取外し可能な部分
内蔵式の場合は電波重量を含む。また．梱包状態 で，容易に取外し
は，単体個装の状態とする。） 得る物が外れた場
合は欠点としな
い。）
16 耐 衝 撃 セット単体を平らかな厚さ 3cm以上の木板上に置 異常がないこと。
（セット単体テスト） き，底面の各辺を10cm持上げて各辺5回ずつ，自
然落下させる。 (16cm持上げて浮上する場合は，木
板上に底面が垂直になるように立てて，表面が下
になるように倒すものとする。）但し，重量が3kg 
を越えるものは， 3cm持上げて行う。外観，構造，
一般動作について調ぺる。試験は．電源スイッチ
OFFの状態でおこなう。
17 落下衝撃 最小単位の包装で，厳密な落下衝撃試験基準にも 異常がないこと。
（包装テスト） とづいて，コンクリート面に縦，横および上下の
計3面を 1回ずつ自然落下し，外観，構造，一般
動作について調ぺる。
18 破壊強度テスト 交流電源使用のもの（直流電源装置を経由するも 充電部の露出．ぉ
（単体テスト） のを除く。）で．セット，単体重量が1kg未満のも よび短絡を生ぜ
のを，コンクリート床上に厚さ約3cmのラワン板 ず．かつ， 500V絶
を置き，機体の底面がラワン板に平行になるよう 緑抵抗計により測
にして， 70cmの高さから 1回落下させたとき，安 定した充電部とア
全面に支障がないかを調べる。但し，試験は電源 ースするおそれの
スイッチ OFFの状態でおこなう。 ある非充電部との
間の絶縁抵抗は．
O.lMOであるこ
と。
資料出所：監修通商産業省『'75電子工業年鑑』電波新聞社, 1975年,479ページ-481ペー ジ。
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この基準との関連において，海外で現地生産されている電卓の品質評価
が注目されなければならないが，少なくとも機能性，操作性，実用性，中
枢・付加機能性，高級イメージ性，および価格選択性という観点からの考
察は問題点をより明確にしていく必要があるが，殆んど変化していない。
なお，タイマー＆アラーム， CCシリーズにしても，あるいは，また抗菌
電卓，検算電卓，ビジネス電卓，関数電卓，加算機プリンター電卓にして
も，機種，スタイル，形状に比較して価格選択性が非常に広くなっている。
この特徴は，税計算機能付き・便利電卓にしても全く同様である27)0
価格選択の巾も，小売価格で1万5千円~2・3万円程度の価格差があ
り，ネームランド (NAMELAND)等になってくると，実用性・ビジネスモ
デルを含めて標準化されてはいるが，小売価格で4万円程度の価格選択の
巾がある。なお，矢張り高価格製品は日本製品となっている。
しかし，小型カード電卓，手帳型電卓，中型サイズ電卓，さらには大型
サイズ電卓を含めて，価格選択の巾が標準化されてきている製品もあり，
この標準化された電卓は，海外で現地生産された逆輸入製品であるが，小
売価格で6百円~7百円から 3千円程度で国内の消費者・生活者に販売さ
れている28)0 
最近は，電卓に限らず，電子辞書（電子辞典）等も海外で現地生産化さ
れてきており，メーカーも，カシオ社，シャープ社，およぴキャノン社に
限定されず，さらに増大していく傾向をしめしている。
なお，現状では一般的にみて，電卓の価格上昇傾向が否定できないと，
27)現状では，各種の電卓が，機種，スタイル，形状の変化に対応した価格選択性を
巾広くもっていることを意味している。
28)各種の電卓の価格選択の巾が標準化されながら，さらにグループ化して，国内の
消費者•生活者の購買への総合的な価格化を推進している。
29) 日本で販売されている逆輸入製品の輸入電卓は，パッケージを充実させつつ，価
格上昇傾向が進展してきている。なお，電卓の販売経路も（逆輸入電卓を含めると），
本来は複雑である。今回は市場価格（小売価格）に限定して考察対象としている。
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わたくし自身はみている29¥
4. 高付加価値生産の特徴と H本の電卓産業の今後の展望
日本の電卓産業， したがって， 日本の多国籍企業（カシオ社，シャープ
社，およびキャノン社）等は， 1957年＜昭和32年〉代に電子式卓上計算機，
あるいは電卓の開発への意欲をあきらかにし，その後， 1980年＜昭和55年〉
代には，電卓の世界的な寡占競争を終焉してきており，さらに， 1994年＜平
成6年〉代以降になってくると，一応，わたくし自身は「衰退期」的様相
をしめしだしてきたのではないかとも考えている。
したがって，海外生産配置論の展開にもとづくと，この時期は「衰退寡
占」段階における製品地位の転換，低落ということになってくるのではな
いかとも考えている 30)。
もちろん，アメリカ合衆国系の多国籍企業も，すでに NIES諸国，中国
等へ進出してきているが， 日本系の多国籍企業の発展動向との関連におい
ても， とくに留意しておかなければならない。
このような動向のなかで，伝統的国際分業論の推移の特徴が注目されな
ければならないが，わたくし自身は，その特徴はH本型の雁行形態論を容
認し， 日本型の海外直接投資論を，アメリカ合衆国の寡占的多国籍企業の
行動様式批判的に認めることが必要であると考えている。
したがって， 日本企業の生産する海外生産額と直接投資残額の動向の推
移を， 日本の海外投資と，産業構造転換に向かう東アジア・東南アジア諸
地域という観点から注目しておかなければならないと考えている31¥
30)電卓は，今後，電子計算機との情報，ソフトウェア等の開発，標準化への取組み
を活発に推進していくことが予想されているから，日本系の多国籍企業は，「衰退」
への過程を辿らないし， しばらくは，電卓の海外現地生産化の動向が進展していく
であろう。
31)第3図，第4図，およぴ第5図を参照されたい。
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H本の電卓メーカー各社は，したがって， 1994年＜乎成6年〉以降は，
とくに，国内では，電卓関係の高付加価値製品のみを生産し，この電卓関
連製品を高性能製品として把握し，高価格で販売している。
この電卓関連製品のなかには，かっての，電子手帳，電子辞書等もあっ
たが，最近では，高付加価値製品を除いては，徐々に海外現地生産化が促
進されてきている。
全世界市場への浸透度としては，なお，中近東諸地域，アフリカ諸地域，
中・南米諸地域あるいは大洋州諸地域，および共産圏諸地域への電卓の普
及が進展していくであろうが，日本の電卓産業， したがって， 日本の多国
籍企業は，情報化・国際的な事業環境の進展に合わせて，中国（その他共
産圏諸国）とも共同研究を推進していくという方針をあきらかにしてい
る32)0 
戦略的内容としては，カシオ社，シャープ社，およびキャノン社ともに，
具体的には複雑な内容をもっているが，その動向は，よりグローバルな視
野からの全世界市場における電卓生産の内部化を推進していこうと考えて
いる。
結語
日本の電卓産業は．電卓産業の世界的発展史という観点から考えてみる
と，国内で開発され，成育・成長過程を遂げて，成熟市場へと全面的普及
化を推進していく過程のなかで， 1980年＜昭和55年〉には，国際的寡占競
争は終焉している。
32) 日本は情報化の進展状況に合わせて，中国と共同研究を推進していく方針をあき
らかにしているが，この動向のなかで，カシオ社，シャープ社，キャノン社の電卓
の中国での現地生産，現地販売が，可成り急速に進展していったのではないかと考
えている。（日本の大手電機6社と連携した中国側との共同研究を推進している
く1998年9月26日，朝日新聞く朝刊≫。)
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資料出所）通商産業省編上掲書， 74ページ。
その後は， 1989年＜平成元年〉以降の世界的な金融引締めを契機として，
株価暴落と土地投機が沈滞し，パプル経済の崩壊をともなった構造的不況
を脱却していかなければならなかった。したがって，電卓産業は， 1994年
く平成6年〉以降，急速に構造転換を遂げていくことになってくるが，現
地生産基地をアジア NIES諸国（韓国，シンガポール，台湾，香港）から，
ASEAN諸国（プルネイ，インドネシア，マレーシア，フィリピン，タイ，
ベトナム，シンガポール， ミャンマー，ラオス，カンポディア）へ，さら
に中国へと転換しつつ（アジア・太平洋新秩序構想の実現に向けては，社
会主義国も参加してきている。），日本の電卓産業の技術移転を促進し， し
たがって，日本系の多国籍企業は，衰退期の段階におけるグループ戦略を
推進してきているのではないかと考えている33)。
しかし， H本の電卓産業，あるいはH本系の多国籍企業は，独創的な製
品の開発を目指して，さらに発展してきており，情報化・国際的な事業環
境の進展動向のなかで，拡電卓，あるいは拡脱電卓化という着想をもちつ
っ，新たな情報機器の開発を推進すべく製品設計と研究開発活動を展開し
33)第6図を参照されたい。
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てきているので，今後の発展動向が注目されなければならない。現在， ISO
（国際標準化機構）においては， IS09000シリーズで，工業製品の品質・規
格についての国際的標準化を定め， IS014000シリーズでは，工業製品の環
境保全基準を定めているが(IS014001では，環境マネジメントシステム。），
さらに WTOでは，直接投資促進と知的財産権保護についての国際的標準
化の方向を打ち出してきている 34)0 
わたくし自身は，先進国としての日本は，低開発国，開発途上国の「順
調な経済発展」の在り方を配慮し，今後は，世界的な多国籍企業が直面す
るであろう環境問題に対する経営姿勢を，将来における方向性のなかで，
問題解決の困難さに直面しなければならないが，先進国は， とくに国際産
業調整上の課題については，積極的に世界の各国，体制（内・外）間の国
際的統一化，世界化，あるいは国際的標準化に向けて努力をしていく必要
があると考えている。
本稿の執筆を終るに当って，日本商品学会関西部会長を歴任なさった
小西善雄先生の古稀をお祝いするとともに，今後のご健勝をお祈り致しま
す。
34)有斐閣プックス 池本清編『［新版］テキストプック国際経済』有斐閣， 1997年，
395ページ。
